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はじめに
本稿は，中国農村部における「三農問題」（1）を通じ，「新農村建設運動」（2006）（2）の登場背景と
その内容を分析することで，中国の農村改革運動の展開と性格，そして意義を考察することを目的と
する。
中国における「新農村建設運動」は農村経済変革運動として推進される事業であるが，事業の基本
理念である「科学的発展観」（3）と「調和した社会の建設」（4）をもとにして，「新型農民」（5）の育成と
「三農問題」を解決しようとしている。
「新農村建設運動」の社会的背景として，中国では新政府樹立後，農民の自力更生による農村・農
業建設と工業優先発展政策を目標とした国家経済建設を図ろうとした。そのため，中国政府は多額の
経済建設資金が必要となった。しかし中華民国（1912）成立後，軍閥が群雄割拠としたことによる国
政混乱状態と社会主義革命による内戦の連続などにより，中国経済の発展と動向は混迷としていた。
このような社会的状況の中で，新政府は基幹産業である農業部門の余剰を最大限に利用し，国家経済
復興を企図した。
中国では，食糧問題解決と農業政策が人民の指揮・統制に関わる重要な国家経営戦略であったこと
が考えられる。こうした中国政府の農業政策思想は新政府樹立（1949）後，「土地改革運動」（1950）
をはじめとした「農業合作社運動」（1952），「農村人民公社運動」（1958），「生産責任制運動」（或は
生産請負運動1980），「郷鎮企業の育成運動」（1984）など，様々な農村改革運動に表れてきた。その
中でも「土地改革運動」は社会主義への転換（6）を実現し，最初に実行された農村変革運動として，
食糧増産・工業原料増産という任務を担い，「農村・農業・農民」（以下「三農」）は社会主義工業化
政策のために犠牲を余儀なくされた。すなわち新政府の農村経済政策は，農村変革運動を口実とした
農業部門の利用と強制的動員，そして工業部門への供給源としての任務を求めた特徴を持っていた。
こうした農村改革運動は土地改革運動だけではなく，農村と農民を疲弊させ農業部門を萎縮させるな
どの副作用をもたらし，改革開放政策の導入が実行される直前まで続き，農村経済の低迷は避けよう
がなかった。
一方改革開放政策の導入後，中国農村部では従来の官僚主義的計画経済から市場経済的政策要素を
加味した農村経済政策が展開された。すなわち農産物の「統一買い付け・統一販売制度」の全面的な
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廃止と集団経営方式への転換を通じ，農村経済の変革を実現しようとした。しかし政策当局の市場経
済体系に対する理解不足と経済発展の無理な推進，そして政府の「重工軽農」政策による農業と工業
間の格差問題及び不均衡の発展により，農村変革運動の修正・補完が必要となってきた。こうした二
元的構造から起因された「三農問題」に対し，政府は「農村と都市間の協力的な発展」（中共第16期
5中全会，2005）を骨子とした経済政策を訴え，「三農」の総合的支援拡大へと農村経済政策の体制
転換を図った。
上記のように，「新農村建設運動」は繰り返される農村改革政策の失敗と農村と都市間の二元化分
離政策の修正，そして「三農問題」に対する政府の認識転換を契機に発足した。すなわち，本運動は
農村と都市間の二元的経済政策からもたらされた両地域間の格差拡大問題と，こうした問題によって
生じた農民の社会的不満が噴出し，やがてそうした不満が集団化・組織化されることに対する憂慮か
ら考案された0言い換えれば，同運動は農村と都市間の貧困差に不満を抱いている農民の集団示威と
暴力事態に対する事前防止策として考案した国家戦略的運動の性格を持っている。また「新農村建設
運動」の内容は「三農問題」の解決を先決課題として挙げ，「全面的な小康社会」（7）と「近代化建設」
を目標としている0そして「科学的発展観」と「調和した社会建設」という基本的な理念に立脚し，「教
育・技術・経営能力を備えた新型農民」の育成と，農民の教育的活動を促した意義を持っている。
「三農問題」と「新農村建設運動」についての先行研究としては，白石和良（8）や田島俊雄（9）や座
間紘一（10）の研究などがある。白石は，農業・農村政策の視点から，「新農村建設運動」の概要と問
題点を中心として考察をしている。田島は，現代中国の農業・農村問題を中心として「新農村建設運
動」の施行の矛盾性，そして東アジアにおける中国農業の影響を明らかにしている。座間は「三農問
題」の構造的側面から「新農村建設運動」の概要と構造について考察している。これらの先行研究は，
主に現代中国の農業・農村問題の側面からみた「新農村建設運動」の登場背景と諸問題に関連するも
のが大多数を占め，農村改革運動の歴史研究及び教育的意義についての研究はなされていない。
そこで本稿では，農村改革運動における制度的問題点とその特徴を踏まえながら，「新農村建設運
動」が台頭した背景とその内容について，農村と都市間の二元化分離構造の観点から検討する。また
「新農村建設運動」を通じ，政策当局が実行しようとした教育活動の内容と，農村部と都市部の協力
的な発展について明らかにする。
本稿の構成は，まず，中国における農村経済制度の変遷過程とその特徴について考察し，国家主導
型の農村改革運動から生み出された「三農問題」と，農村と都市間の格差拡大の形成原因について考
察する。そして，「新農村建設運動」の登場背景と意義について検討する。
1．新政府成立後，中国における農村改革運動の展開
中国の農村経済は「中華人民共和国中央人民政府」（1949）という新政府の成立後，半世紀以上中
国共産党と政府の強力な指導力のもとで，変化・発展を遂げてきた。特に第11次中国共産党中央会
3次総会（1978）以後，中国農村は社会主義市場経済建設を目標とした改革開放政策（1979）の推進
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に沿って，農村経済体制と経営管理体制の変革・発展を遂げてきた。
本節では中国の農村経済と農民生活，そして農村の産業構造に至るまで様々な影響をもたらした改
革開放政策を中心に二つに分け，中国の農村経済制度の変遷過程とその特徴について述べる。
まず改革開放政策以前の中国の農村改革運動は，三つに分けることができる。一つ目は，封建的土
地所有制から農民所有制への移行と，新政権の安定を目的とした「土地改革運動」（1950）である。
本運動は，「中華人民共和国土地改革法草案」（1950）の通過を通じて展開・実行される。特に「中華
人民共和国土地改革法草案」は「農村の生産力を解放し，農業生産を発展させ，新中国の工業化のた
めの道を開く」（『農地改革法』，第1条）（11）と明記しており，工業化育成戦略の意図を成文化させよ
うとした。これは、地主階級の封建的土地所有制度を廃止するとともに，農民土地所有制の実行を通
して，農村の労働力の解放と農業生産力の増進を図ることを目的としていた（12）。またこうした制度
整備を契機に社会主義的改造（13）と社会主義工業化を実現しようとした。言い換えれば土地改革は土
地の均等分配の実行を通じ，一農村封建制度の別挟と農民の労働力向上を一朗旨す表面上では農村変革運
動でありながらも，農民動員戦略を通じた中央集権政策の強化と工業化の育成基盤を農業に求めるこ
とで，国家経済を回復しようとする意図があったと推察できる。
二つ目は，社会主義的改造という名分のもとで実行された「農業合作社運動」（1952）である。同
運動は，農民個人の土地所有と生産手段に対する「農業互助共同運動」（14）の実施を通じ，集団所有
制という社会主義的集団経営を断行した（15）。農業合作社政策は最初に互助組織の結成が発端となっ
たもので，「初級合作社」（1953）と「高級合作社」（1956）に分けられていた。前者の「初級合作社」
は「互恵を目的とする自由参加，モデルを作り規範を示す」との原則のもとで（16），農民に対する土
地所有権の認定及び国家と集団，そして個人との三者間の分配を認める制度であった。特に同年は，
国家工業化の基本的実現及び手工業，農業に対する社会主義的改造に拍車をかけた時期であり，中国
共産党は，資本主義的な経済活動に関する個人所有権を廃止することにより，「初級合作社」は急進
展された。後者の「高級合作社」は「初級合作社」の施行により，生産性増大の刺激を受けて設けら
れた制度で，土地の集団所有と「統一経営，統一採算，統一分配」（17）という公有化・国有化の特徴
がみられる。しかしこうした農業合作社政策は，農業と工業の両極化防止と工業化に必要とされる原
料供給源の育成という国家工業化優先政策で，これは資本主義絶滅政策の一つであり，「農業・農民・
農村」の犠牲と労働者階級の支配・抑圧政策の一環であった意図が隠されていた。ひいては，封建主
義経済から社会主義集団経済への体制転換を通じ，社会主義の建設と共産主義の移行を先導する道具
的な役割を果たした。
三つ目は，集団労働の実現と均等分配，そして生産手段及び生活手段の共有制を目標とした農業集
団化組織の「農村人民公社運動」（1958）である。同運動は農工業の大増産を目標とした「大躍進運
動」（1958）（18）と並行し，地方的な経済組織と行政組織の統一体を計画した点が特徴づけられる（19）。
すなわち「人民公社」は政社合一を意味することで，合作社の組織合併によって形成された地区組織
を一つの単位とした社会の中で，すべての人民が統治される。言い換えれば国家の政治権力は「人民
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公社」という集団組織を通じ，「農村・農民・農業」の円滑な指揮・統制が細部まで及ぶことが可能
となった。「人民公社」は，農村変革運動としての役割だけでなく，農民の行政的統制強化（20）とい
う社会主義権力の拡張の役割を果たした。しかし同運動は無理な増産政策と重工業に編重した政策支
援により，産業間の不均衡を探化させた。その結果，農村と農民は疲弊し農業部門が萎縮（21）される
など，農村経済政策の修正と新たな政策の強化が提起されるようになった。
次に改革開放政策以後，中国農村経済政策は二つに分けることができる。一つ目は「人民公社」を
中心とした計画経済的集団経営から，家族生産・家族経営を中心とした市場経済的「生産責任制」
（1980）への体制転換である。「生産責任制」は政府の家族経営育成政策による制度であり，多数の農
家が生産請負をすることで，「経営権・所得配分の受益権・財産権」が確保されるとともに，重要な
生産資材の購入権も取得することができたという特徴を持っている（22）。すなわち「生産責任制」の
施行は農業経営の主体が政府から農民へ転換したことを意味し，農民は家族を中心とした市場経営の
主体者として，社会主義経済体制の中で，部分的に資本主義的経営活動を行った性格を持っていると
言える。
二つ日は1958年に創立された「社隊企業」（23）を母体とし，農業経営に対する責任体制の確立を図っ
た「郷鎮企業」（1984）の育成運動である。「郷鎮企業」は，農村の余剰労働力に就業機会を拡大・提
供し，農業と工業の連携を通じた農業生産の促進と農村の産業構造改善を誘導した。特に同企業の内
部では役貞と職員に対して終身雇用の雇用制度をなくし，原料の調達と製品の販売まで，すべてを企
業が賄う経営体制が確立された特徴を持っている（24）。すなわち「郷鎮企業」は「生産責任制」と同
様に市場の先導的役割を果たし，「農村・農業・農民」という「三農」改革の原動力となり，高度成
長の足場を固めた役割を果たした意義を持っている。その反乱「郷鎮企業」の誘致の有無による地
域間貧富の格差問題が譲発され，地域間の差別的な開発政策が表面化しはじめた。
2．中国農村部における「三農問題」と社会主義「新農村建設運動」の登場
2－1．不均衡成長と「三農問題」
第1節で述べたように，中国の農村改革運動は改革開放政策を境目に，農村地域の経済構造及び農
工業間問題，そして地域間の格差拡大など、様々な問題を拡大させた。ここで注目すべき点は，部小
平が唱えた改革開放基本原則である「先富論」（1985）（25）である。これは，不均衡国家発展戦略によ
り起因された地域間，階層間の所得格差拡大という意図しなかった社会現象が達成された契機となっ
た。
そこで本節では，国家主導型の農村改革運動から生み出された「三農問題」と，農村と都市間の二
元化分離政策の視点からその形成原因について考察する。
「三農問題」は長期間にわたって累積された地域不均衡発展の結果で，農民問題と農村問題，そし
て農業問題が相互複合的に関連して誘発された問題である。その原因として，都市工業化優先という
偏向した国家経済の発展戦略が取り上げられる。すなわち政府は国家経済建設の目標として重工業育
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成政策と，農村と都市における分割対立の二重経済政策の施行を挙げ，「三農」の犠牲を正当化・戦
略化させようとした。言い換えれば，国家は農村と都市の分割統治を通して，「三農」を都市工業化
の推進戦略の蓄積源として利用し，農民と都市民の扱いを異にしようとした。こうした二元化分離戦
略の意図は，次のような毛沢東の重工業優先政策の特別解決方案から伺うことができる。
「農村人口の減少一中略一都市が収容してはならなく，農村を大規模に工業化させ，農民を
通じ現地で労働者になるようにすべきである。一中略一特別方案を採択しなければ，国家は
おそらく統制できなくなるだろう。（26）」
上記のように，特別解決方案は都市工業化推進のために提示されたもので，農村配慮政策に反する
農村と都市間の分離政策である。すなわち毛沢東の農村変革運動は共産主義の平等理念を標構しなが
らも，国家原動力としての重工業発展のため，農村と都市（農業と工業）pの分離・差別政策を実行さ
せようとしたと言える。こうした毛沢東の工業化優先政策は，「都市と農村の分割統治，一国の二つ
の政策」に基づいた最初の農村と都市間の二元化政策として「三農問題」の根本的な原因であったと
言える。
「三農問題」のもう一つの原因としては前節で述べたように，社会主義経済体制下で実行された
農産物の「統一買い付け・統一販売制度」を通じた農村経済の徹底な分離・統制政策であった。すな
わち農産物の低価格政策は，低賃金で生活する都市労働者の食糧供給源としての役割だけではなく，
企業の利潤を極大化させた。その反面，農相では厳格な戸籍制度により，廉価に提供された都市の商
品食糧及び副食品が購入できなくなり，農民の生活は重工業優先という社会主義経済発展政策の蓄積
源として動員されるなど，農村経済への影響は深刻化していた。
表－1経済開発5ケ年計画の時期別の年平均成長率と発展速度
時　　　　　　　 期
社 会 総 生 産 農業 生 産 工 業 生 産 農 業 生 産 総 額 工 業 生 産 総 額
（％） （％ ） （％ ） の 成 長 速 度 の成 長 速 度
第 1次 5 ヶ年 （1953－ 57） 11．3 4．5 18．0 4．53 18．0
第 2次 5ヶ年 （1958－ 62）（27） － 0．4 － 4．4 － 3．8 － 4．35 03．8
調　 整　 期 （1963－ 65）（28） 15．5 11．1 17．9 2．85 17．9
第 3次 5 ヶ年 （1966－ 70） 9．3 2．9 12．0 11．13（29） 11．8
第 4次 5ヶ年 （1971～ 75） 7．3 3．4 9．3 3．38 09．5
第 5次 5 ヶ年 （1976～ 80） 8．3 3．2 9．6 3．18 09．6
第 6次 5 ヶ年 （1981－ 85） 11．1 8．1 12．0 8．06 12．0
第 7次 5 ヶ年 （1986－ 90） 10．3 4．7 13．2 4．70 13．2
資料－『全国各省，自治区，直轄市歴史統計資料匪編，1949－1989』（1990），『中国農村経済体制の変遷と農業
教育』（1993），『中国統計年鑑』（1991）
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表－1は，「経済開発5ケ年計画」の年平均成長率と発展速度を時期別に示している。第1次5ケ
年計画期の成長率と発展速度は各項目別に順調な成長をみせた。しかし「農村人民公社運動」（1958）
と「大躍進運動」（1958）の無理な農村経済建設の推進が失敗したため，農村は低迷が続いた。
改革開放後，中国は市場主義生産体制の導入により，農業生産及び工業生産は年平均8．1％，
12．0％の高い成長率を記録した。特に農工業成長速度の変化は政府の二元化政策が如実に反映された
結果として，農業生産の長期的な沈滞及び農民収入の低下を窺い知る指標であるといえる。
一方農村部と都市部における二元化政策は「戸口登記条例」（1958）の公布を発端に，地域間分離・
差別政策が法的に成文化された。そして「戸口登記条例」の施行は農村戸籍という法律的措置によっ
て，農民の都市への居住及び移住の自由権が剥奪され，これは都市民を優先する職業配分政策の根
幹ともなった。また戸籍制度による農村労働力の過剰問題，収入格差及び生活水準の格差（表－2），
そして教育機会（30）と社会保障の格差など，様々な分野において都市部が優先祝され，農村と都市間
の格差拡大の実態がみられる。これは人口抑制政策（－1970年代初期）に伴う農村労働力の不足現象と㌻
国家の農村教育支援の不備がもたらした結果であると言える。言い換えれば家族計画施行から誘発さ
れた農民の経済的不利（31）に対し，国家の公共福祉制度の変革が必要であることを意味する。
表一2　農民と都市住民の収入格差及びエンゲル係数（1978年＝100）
年 度
農 村 住 民 の純 収 入 （a） 都 市住 民 の純 収 入 （b） 農 村 と都 市 間
収 入 格 差
（b／a）
エ ンゲ ル係 数 （％ ）
金 額 （元 ／人 ） 指 数 金 額 （元 ／人 ） 指 数 農 村 都 市
1978 133．6 100 343．4 100 2．57 67．7 57．5
1979 160．2 119．2 405．0 115．7 2．53 64．0 －
1980 191．3 139．0 477．6 127．0 2．50 61．8 56．9
1985 397．6 268．9 739」． 160．4 1．86 57．8 53．3
1990 686．3 311．2 1510．2 198．1 2．20 58．8 54．2
1995 1577．7 387．6 4283．0 290．3 2．71 58．6 50．1
2000 2253．4 483．4 6280．0 383．7 2．79 49．1 39．4
2005 3254．9 624．5 10493．0 607．4 3．22 45．5 36．7
2006 3587．0 670．7 11759．5 670．7 3．27 43．0 35．8
資料一『中国統計提要』（2007）（一部省略）
上記のように，農民と都市住民の収入格差は「生産責任制」（1980）と「郷鎮企業育成運動」（1984）
により，1980年から1985年まで縮小された。しかし，1998年から格差が広がり始め，2002年から
は格差が3倍を超えるようになる。また，2006年の農村のエンゲル係数は都市の1990年代後半の水
準にとどまっている。こうした農村と都市間の格差問題は，都市工業化政策と農民に厳しい農村経済
政策の根本的な修正・補完が行われない限り，更に大きくなると予想される。
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2－2．「新農村建設運動」の登場背景とその内容
周知のように，改革開放政策以前の中国農村は戦略的に重工業発展のため，「統一買い付けと統一
販売制度」という食糧の低価格供給政策の実行を通じ，工業化育成の蓄積資金源としての農村が求め
られてきた。一方改革開放政策の導入後には従来の計画経済体制から脱皮し，「生産責任制」と「郷
鎮企業」の施行という資本主義的経営活動を媒介に農村経済発展が推進されてきた。しかしこうした
国家主導型の農村再建運動は農村と都市における分割対立の二重経済政策として，両地域間の不均衡
発展と貧富格差の拡大を助長するなど，かえって政府の二元化分離戦略は「三農問題」の原因となっ
てし．、た。
本節では，「三農問題」の解決と「全面的な小康社会」の実現を目標とした社会主義「新農村建設
運動」の登場背景とその内容について述べる。
改革開放以後，中国の農村経済政策は「郷鎮企業活性化」，「生産責任制」の実行を通じ，個体経営
及び私営企業の個人利潤の追求を許容してきた。その結果，生産過剰による価格低迷と農業所得の伸
び悩み，そして農村部と都市部の貧富格差問題や農業と工業間の所得格差が深刻化していた（32）。ま
た，工業と都市の育成政策は農民の農村離脱現象を誘発させ，戸籍制度による農村と都市間の不法人
口移動という社会的問題（33）をもたらすなど，社会的不安要素の除去を通じた社会安定と政策当局の
政治的安定を図ることが急先務であった。特に農民の集団示威と暴力事態は，1990年代から本格化
され始め，増加する（封）傾向である。すなわち都市民との収入格差（表－2）に対し，農民の社会的
不満の噴出が集団化・組織化され，政府の統治能力に疑問が投げられる契機となった。
こうした政治的・社会的問題の解決策として，胡錦涛政権（35）は「農村と都市間の協力的な発展」
（中共第16期5中全会，2005）を骨子とし，「三農」の総合的支援拡大へと農村経済政策の体制を転
換した。すなわち，政策当局は「社会主義新農村建設」を表題とした「第11次5ケ年計画」（36）（2006
－2010）の発表を通じ，国家経済建設における「三農問題」の重要性の認識を表明し，円滑に問題
を解決しようとした。
「新農村建設運動」は農村の「全面的な小康社会」と「近代化建設」を目標とし，農村部と都市部
の格差問題について協力的な発展を原則とした農村改革運動である。また，「工業が農業を補助し，
都市が農村を導く」という方針が提示された国家戦略的経済運動でもある。特に，「科学的発展観」
と「調和した社会建設」は同運動の基本理念で，「新型農民」が中心となった安定的な農村・農業発
展の達成を意味する（37）。こうした農村改革運動は改革開放以後，8回（1982－2006）にわたって「中
共中央1号文件」の形で公表され，「三農問題」に関する農村経済政策の重要性が提起された（表－3）。
下記のように，中国農村経済政策は「生産責任制」（1982）と「統一買い付け・統一販売制度」（1985）
の全面的廃止を執行させ，資本主義的農村経済体制を展開しようとした。また「農業税撤廃・就業支
援」（2004）による農家の所得増加を支援するなど，「三農」政策の積極的な支援が行われた。すなわ
ち，「新農村建設運動」は「調整，減免，転換」の三つに要約することができる。ここで調整は，農
民の農業生産構造を支援することである。次に，減免は農民の負担を軽減させるために農業税を廃止
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表－3　改革解放政策以後の中国農業政策の主要「中共中央1号文件」
年　 度 農　 村　 経　 済　 政　 策　 内　 容
1982 ・「全国農村工作会議記要」 の発表 による農家単位 の 「生 産責任 制」 の重要性 を明示す る。
1983 ・市場経済的農家別 の 「生 産責任制」 を導入す る。
1984 ・「生産責任制」改善及 び支援対策 と して農家土地使用権 を 15年 以上利用可能 である と宣布す る。
1985 ・農産物の 摘充一買 い付 け ・統一販売制度」の全面 的廃止 を執行す る。
1986 ・従来の農村改革運動 の持続的 な推進 を発表す る。
2004 ・農民の都市就業 支援 と農村の 2・3次産業育成， そ して農家 の所得 増加 と農業税 撤廃政策に基づいた食糧生産の補助金支給及 び農産物流通体系の改善 を実行す る。
2005
・農業技術研 究 と普 及資金の造成，農業 の金 融支援 な ど，食糧農家 に対 する持続的 な支援 を実行 を通
じた農民所得の増加 を支援す る。
2006 ・農村 と都市の協力的 な発展 を目標 とした 「社会主義新農村建設」が発表 された。
資料－『中国の経済改革と農業現況』（1992），『現代中国の農業政策』（2005）を基に筆者作成
すること。そして，転換は農村の余剰労働力の外部移転を支援することである。一方「中共中央1号
文件」によると，「新農村建設運動」の方向は「生産力増大，生活改善，民主的管理，郷村の平穏」
であり，主な内容は次の通りである（38）。
①農村と都市の共同発展を目標とし，各地域の事情に合う同運動を持続的に着実に推進する。②
農業の科学化を通じた持続的な発展促進と，農業の現代化を促進する。③国家の積極的な支援政
策のもとで，農民の持続的な所得増大及び農村市場の拡大を図る。④農村の生産基盤造成を強化
し，経済的与件を達成する。⑤農相社会事業の発展を加速化させ，「新型農民」を育成する。⑥
農村改革を探化し，同運動の体制を整備する。⑦農村の民主政治建設を強化し，農村の郷・村管
理を徹底する。⑧党の指導を強化し，全党・全社会の関心と支持，そして参加を新農村建設に動
員させる。
上述したように，中国の「新農村建設運動」は具体的な解決方案を立て，国家戦略事業として推進
されてきた。その中でも，農村の民主政治建設と「新型農民」の育成は国家の近代化建設における重
大な基本理念である。まず農村の民主政治建設は従来の一方的な官僚主義行政から農民自ら考え，自
ら実践する「考える農民」の育成という自己教育活動の民主主義理念が内包された点に意義がある。
次に「新型農民」の育成は同運動の教育観であった「科学的発展観」，「調和した社会建設」にも符合
し，人間中心の教育観とも一致する。すなわち政策当局は「三農問題」の解決方案の一つとして，「農
村教育と機能培養，そして文化事業の発展を加速させ，より多くの農民が教育を受け技術を身につけ
経営についてわかる」という新たな形態の人間養成，いわゆる「新型農民」の育成に努めた。言い換
えれば，「新型農民」は農村・農業を担う後継者であり，農村と都市間の橋頭壁的役割を果たす新型
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人材として，「新農村建設運動」の教育的側面を伺うことができる。
ここで注目すべき点は「新農村建設運動」の教育的人間育成の内容であり，それは，①「一定の教
育水準を有する」，②「技術を身につける」，③「農業経営の技術情報を身につける」，④「基本的な
常識を身につける」，⑤「法律と規律を遵守する」という五つの項目（39）に分けることができる。こ
うした五つの項目は、農民の全般的な教育水準を上昇させ，「新農村建設運動」を先導できる人材育
成にその目標とした共通点を持っている。すなわち農村と都市の二元政策により生じられた格差拡大
の防止策として，「人」の力を育てることで，統率力・指導力を持つ指導者養成教育で，弱者に力を
与えようとした農民啓蒙の色彩を帯びた教育であったと考えられる。
おわりに
本研究の目的は，中国農村部における「三農問題」を通じ，「新農村建設運動」の登場背景とその
内容を分析する－ことで，－中国の農村改革運動の展開と性格，－そして意義を考察することであった。
1では，中国農村部における農村改革運動の展開について検討した。新政府成立後，中国農村経済
政策は一貫性がない短期性の重工業優先政策として，農業は農民の食糧供給と工業原料の提供，そし
て工業化推進の資本蓄積産業に利用されてきた。すなわち中国の農村改革政策は工業化育成戦略の道
具立てとして，集団経営，食糧の強制的買い付け，農工業間の不等価交換という「三農」の動員・政
策を通じた農村と都市間の二元・分離政策であった。特に「土地改革」は工業化育成政策を支えた最
初の農村変革運動として，1950年の新政府樹立当時から国家は農村の経済的負担と強制的動員を強
要してきた特徴を持っていた。
一方，改革開放政策以後，中国の農村経済政策は「生産責任制」と「郷鎮企業」の育成という市場
経済的政策要素を加味させ，農村経済の成長と農業の地域分業を促した結果をもたらした。また農村
経済の活性化のため，農産物の「統一買い付け・統一販売制度」の全面的な廃止を実行しようとした。
しかし市場経済体制に対する理解不足と経済発展の過軋　そして政府の「重工軽農」政策により（40），
農工間の格差問題及び農産物の流通システムと都市改革間の不均衡発展により，農業経済政策は修
正・補完が余儀なくされた。すなわち市場変動に対するマクロ調整（41）政策の未整備と市場システム
の不備など，未熟な社会主義市場経済体制の反省が提起された。
2では，中国農村部における「三農問題」と社会主義「新農村建設運動」の登場について検討した。
「三農問題」は「農村・農民・農業」が複合的に関連されたもので，都市工業化を優先とした分割対
立の二重経済政策の施行がその原因であった。特に，国家経済政策は改革開放を転換点に急成長を達
成したにもかかわらず，農村と都市間及び東部と西部間の貧富格差問題をはじめ，様々な「三農」関
連問題を抱えてきた。すなわち，「三農問題」は政府の重工業優先の国家経済成長を重んじたあまり，
地域の均衡発展を軽視した分離・差別的農村改革運動を推進してきた結果であった。言い換えれば，
中国全域に至らなかった都市中心の二重経済政策は社会不安定の助長と地域別の貧困問題，ひいては
農村解体という弊害をもたらすなど，中国政府の偏向的な農村経済政策の反省と農村変革運動の必要
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性が台頭するきっかけとなった。
こうした社会的背景から発足した「新農村建設運動」は，社会的不満が集団化・組織化されるこ
とを憂慮した政府側の事前防止策として，その裏面には農村改革運動を媒介とし，反政府勢力の蜂起
防止と親政府勢力の支持基盤形成を図った党政府の戦略的意図が隠されていた特徴を持っている（42）。
一方，こうした徹底とした国家戦略上の農村改革運動でありながらも，本運動は「三農問題」につい
て「科学的発展観」と「調和した社会建設」という基本理念に立脚し，教育的・民主的事業活動を通
じた「三農問題」の解消と改善を目標とした農村教育運動であった国家政策の両面性が見られる。そ
して本運動の事業推進方式は，「農村の民主政治建設の強化」という民主主義的事業方法が適用され，
農民自ら考え，自ら行動し，自ら実現ができる農民参加の環境造成と，農民が自立的・自律的に活動
できる地域社会づくりに全力をあげた意義を持っている。
以上の二元化分離政策の視点からみた「新農村建設運動」の特徴を検討すると，「新農村建設運動」
は，国家の二元的経済政策下で誘発された農村と都市間の格差問題の解決策として展開された農村変
革運動であった。特に，本運動には農村の教育事業推進を基本的な任務内容に定め，能力と資質を備
えた「新型農民」育成という教育的側面からの政策接近方法が活用された。
結論としては，中国における農村変革運動は「三農」の動員・収奪政策を通じた農村と都市間の二
元・分離政策であった。しかし，「新農村建設運動」はこうした未熟な社会主義市場経済体制の反省
から発足され，従来の政策から，総合的支援拡大政策へと体制転換を図った農村変革運動である。ま
た，民主主義的事業方法が適用された本運動は，「人」の力を育てることで，統率力・指導力を持つ
指導者養成教育を行うことで，弱者に力を与えようとした農民啓蒙の色彩を帯びた農村教育運動でも
ある。その反面，反政府勢力の蜂起防止と親政府勢力の支持基盤形成を図った党政府の戦略的意図が
隠された国家戦略事業であったという限界性を持っている。
今後，中国農村部における「新農村建設運動」のリーダー養成の教育事業は，農村と都市間の橋頭
壁的役割を果たす新型人材の輩出を促す結果をもたらすだけではなく，自立的・自発的教育活動を通
じた自己教育活動にも寄与することが期待される。また，「新農村建設運動」は，農民の啓蒙教育運
動として展開した日本の「生活改善運動」と韓国の「セマウル運動」と多少違いはあるものの類似し
ている点があるため，日韓中の3ヶ国の比較研究をする際の一つの視点となるだろう。
注（1）「三農問題」とは，長期間にわたって累積された地域不均衡発展の結果で，農民問題と農村問題，そして農
業問題が相互複合的に関連して誘発された問題である。
（2）「新農相建設運動」の正式名称は社会主義新農村建設であるが，本論文では既存農村改革運動の用語と一致
させ，社会主義の省略した「新農相建設運動」と表記した。
（3）「科学的発展観」は胡錦蒔主席が広東地域を訪問した時に提案した概念で，経済成長の質，社会的効果，成
長の持続可能性などを重視する精神である。すなわちこうした概念のもとで，農民教育が行われた。池晩沫
「16期5中全会を通してみた中国11次5ケ年計画の主要内容と意味」『今日の世界経済』対外経済政策研究院，
第05－37号，2005年，p．2。
（4）「調和した社会建設」とは人間を中心とした経済の均衡発展が達成された社会を意味する。
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（5）「新型農民」とは従来の農民の概念ではなく，小康社会・近代化に寄与できる新しいタイプの農業生産者で
ある。
（6）新中国成立から社会主義への転換を意味することで，1949～1956年までである。
（7）「全面的な小康社会」とは，人間生活に必要とされる衣食住の問題がない生活を意味する。
（8）白石和良「社会主義新農村建設とは何か」『農林経済』巻号9808，時事通信社　2006年，pp．8－14。
（9）田島俊雄「「社会主義新農村建設」と中国の農業・農村問題」『中国研究月報』第61巻，第1号，中国研究
所，pp．2－13。
㈹　座間紘一「中国における「三農」（農業・農民・農村）問題と「社会主義新農村建設」」『山口経済学雑誌』
第55巻，第6号，山口大学経済学会，pp．819－840。
帥　天野元之助『中国の土地改革』アジア経済研究所，1962年，p．85。
仕勿　また土地改革は「排す者は自分の土地を持つ」（『五・四指示』，1946）というスローガンを掲げ，農民に対
する土地所有権保障の重要性を強調した。同上　p．21。
個　社会主義改造とは，個人所有制を国家かつ集体所有制に転換することを意味する。
（14）農業互助共同運動は，社会主義集団経営体系に転換される前段階の運動として，共同利用・集団労働と一
部（農業機具）ものに限られた軋　私有財産を許容した特徴があろ。
個　姜春雲『現代中国の農業政策』家の光協会，2005年，p．18。
㈹　同上。
鯛　同上。
㈹「大躍進運動」（1958）は，農工業の増進政策で，技術革命とも言える。すなわち，15年以内に国家体制を
イギリスの経済水準まで上げることを目標とした農工業の大増産政策で，無理な生産力増大に失敗した。
㈹　本橋渥『現代中国経済論』新評論，1993年，p．59。
餉　農民の行政的統制は「文化大革命期」（1966～1977）になると，より強化される。
（2カ　たとえば，農業部門の衰退による紡織産業，製糖産業，皮革産業といった軽工業部門の下落が挙げられる。
また，同運動の実施後，5年間（1958－1962）の各部門別の成長率は農業部門1．5％増加，軽工業部門2．8％
減少，重工業部門2．8％増加であった。国家統計局『全国各省，自治区，直轄市歴史統計資料匪編，1949～
1989』中国統計出版社，1990年，p．10。
幽　政府は農家が自動車，トラクターなど大中型農機具を購入することを認め，農業生産力の増進を促進した。
前掲『現代中国の農業政策』p．22。
幽　中国は改革解放政策を契機に農業の副業部門を担った人民公社や生産隊がなくなり，私的企業化された。
すなわち「社隊企業」（1958）は計画経済的要素を否定し，企業の私有化経営体制を求めた中小企業のことで
ある。1984年からは「郷鎮企業」と呼ばれ農村の卿・鋲で施行されている。
糾　前掲『現代中国の農業政策』p．23。
鍋　部小平は改革解放政策について「我僧的政策是議一部分人、一部分地区先富起来、以帯動和討助落伍的地
区，先進地区軒助落伍地区是一個義務」（1985）という原則を唱え，貧困層に対する富裕層の支援の義務化を
通じ格差社会を防ごうとした意図がみられる。
幽　牛若峰『中国の三農問題の回顧と展望』農村経済研究院，2006年，p．51。
帥1959年の食糧危機を契機に農業育成政策の一環として地方工業育成政策が展開される。しかし工業に偏っ
た事業実施により，農業は低成長を余儀なくされた。また，無理な政府当局の政策施行（大躍進運動・人民
公社）により，工業育成政策にまで悪影響を及ぼした。
幽　経済政策の失敗による経済調整期として，経済政策の修正と補完が行われた。その結果，農業の安定的支
援をはじめたとした工業の成長を遂げた。たとえば，基本建設項目や工業企業の中止，合併・転業などの経
済規模の縮小と，強制的帰農政策，人民公社整頓政策があった。池田誠『中国工業化の歴史』法律文化社，
1982年，pp．231－234。
¢功　第3次5ケ年計画期の産業成長は他時期より高いが，それは調整期の経済政策の修正・補完の結果である。
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佃　たとえば，農村と都市はともに9年制義務教育が実施されているが，農村の場合は適正な年齢に入学しな
く，またやめる人も多いのが現実である。さらに都市と比べると，国家財政の支援と教師月給の格差問題が
ある。
剛　農村人口抑制政策による公共福祉問題，すなわち十分な経済的・精神的補償が必要である。
幽　前掲「社会主義新農村建設と中国の農業・農村問題」『農林業問題』p．3。
幽　こうした農業・農村・農民という「三農問題」だけではなく，改革開放以後の地方官僚の不正問題などお
金を巡った政治官僚の汚職問題が深刻であった。
糾　集団示威の場合，1992（1万件），2003（5．8万件），2004（7．4万件），2005（8．7万件）が発生し，増加趨
勢である。
個　胡錦溝体制は中共第16期中央委員会第1回全体会議（2002）にて総書記に選出されてからである。
鍋「第11次5ケ年計画」は中国の経済運営の方向が提示されたもので，「6大原則」，「7大目標」，「7大任務」
の三つに構成されている。まず「6大原則」は「安定的高度成長」，「成長方式転換」，「自主的革新能力の引
上げ」，「都市と農村の協力発展」，「社会主義和語社会」，「改革開放深化」である。次に「7大目標」は「資
源効率性の引上げ」，「成長目標倍加」，「国際競争力がある企業」，「経済的弱者保護」，「生活与件改善」，「社
会安全確保」，「改革開放持続」である。そして「7大任務」は「産業構造の構造化」，「科学技術人材強国」，「地
域間協力発展」，「社会主義新農村」，「社会主義和語社会」，「体制改革と対外開放深化」である。池晩沫『今
日の世界経済』KIEP，2005年，pp．3Jg。
抑　朴煉貞『中国第11次5ケ年計画建議案の主要内容と特徴』ⅢEP，2005年，p湖。
幽　鄭換謁『中国新農村建設運動の内容と示唆点』2006年，韓国貿易協会，pp．8－9。及び　前掲「社会主義新
農村建設と中国の農業・農村問題」p．3。
鋤　張建「社会主義の新農村建設の諸問題」『中京商学論叢』第53巻，2007年，pp．58－59。
㈹　前掲『現代中国の農業政策』p．24。
㈱　マクロ調整とは巨大な社会主義体系における市場経済運営の栄枯盛衰を減少させ，均衡が取れた経済発展
を目標とした国家的任務である。
的　江沢民政権から胡錦淳政権へと権力が移譲されたにもかかわらず，江沢民の権力行使は続けられ，国政の
不安定な状態であった。これを安結するため，胡錦涼は不正問題打破，支持基盤形成に努めた。
